
  平成２５年８月２日 

国土交通省 国土技術政策総合研究所 下水道研究部 

下水道革新的技術実証事業（B-DASHプロジェクト＊) 

技術導入ガイドライン（案）の策定趣旨及び概要 

 
・超高効率固液分離技術を用いたエネルギーマネジメントシステム導入ガイドライン（案） 

・バイオガスを活用した効果的な再生可能エネルギー生産システム導入ガイドライン（案） 
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下水道革新的技術実証事業（B-DASHプロジェクト) 

技術導入ガイドライン説明会 

* Breakthrough by Dynamic Approach in Sewage  High Technology  Project 

http://www.nilim.go.jp/


説明内容（１） 

下水道革新的技術実証事業（B-DASHプロジェクト）
の背景と概要 

 

ガイドライン案の概要と使い方 

 

技術の詳細等（各研究体より） 
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■ 新技術の開発（パイロットプラント規模） 

民間企業 

■ 新技術を実規模レベルにて実証 
  （実際の下水処理場に施設を設置） 
■ 新技術を一般化し、ガイドラインを作成 

国土交通省（B-DASHプロジェクト） 

■ 全国の下水処理施設へ新技術を導入 

地方公共団体 

革新的技術の全国展開の流れ 

■ 国際的な基準づくりに反映 
■ 実証プラントをトップセールス等に活用 

水ビジネスの国際展開支援 

LCCの大幅縮減 省エネ・創エネ化 

プロジェクトの効果 

下水道における省エネ・創エネ化の推進を加速するためには、低コストで高効率な革新的技術が必要。 

特に、革新的なエネルギー利用技術等について、国が主体となって、実規模レベルの施設を設置して技術的な検証を行い、ガイ
ドラインを作成し全国展開。 

新技術のノウハウ蓄積や一般化・標準化等を進め、海外普及展開を見据えた水ビジネスの国際競争力強化も推進。 

 ＜地方公共団体＞  
一般化されていない技術の 

採用に対して躊躇 

 ＜国土交通省＞ 
社会資本整備総合交付金を活用

し導入支援 

民間活力 
による 

全国展開 

・建設コストを縮減  
・再生可能・未利用エネルギー等を
有効利用（下水熱利用や固形燃料

の石炭代替等） 

 民間活力による全国展開 

* Breakthrough by Dynamic Approach in Sewage  High Technology  Project 

下水道革新的技術実証事業（B-DASHﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ＊）の目的と体制 
 

国総研 
下水道研究部 

本省 
下水道部 

民間事業者等 民間事業者等 

地方公共団体 地方公共団体 

協力 協力 

公募審査、成果評価の依頼 公募の審査、成果の評価等 

研究体 民間事業者等 

地方公共団体 

協力 

委託研究契約 

評価委員会 
（学識者） 

※複数者か
らなる共同
研究体も可 

国 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
推
進
体
制
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H23年度公募テーマ 

H24年度公募テーマ 

①水処理 
②バイオガス回収 
③バイオガス精製 
④バイオガス発電 

 の技術を組み合わせたシステム 

⑤下水汚泥の固形燃料化 
⑥未処理下水の熱利用 
⑦栄養塩(窒素)除去 

⑧栄養塩(リン)除去･回収 
 の各技術（組み合わせも可） 

下水処理場 

放流 

下水 
汚泥 

バイオ 
ガス 

 固形 
 燃料化 

ガス 
精製 

ガス 
発電 

都市ガス・
発電 

・工場等 

発電所 
・製紙 
工場等 

流入 

熱 

場内・ 
場外利用 

① 

② 

④ 

⑤ 

⑥ 

⑦ 

下水処理 

汚泥処理 

ガス 
回収 

リン 
回収 

下水 
熱利用 

窒素 
除去 

処理場内 
利用等 

肥料 

水処理(固液分離) 

③ 

⑧ 

管きょ 

エネルギー 

エネルギー 

資源 

H25年度公募テーマ 

⑨バイオマス発電 
⑩管きょマネジメント 

バイオマス 
発電 

管きょマネジメント 

⑨ 

⑩ 

 B-DASHプロジェクトの概要 （H23～H25年度） 
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下水道の資源・エネルギーをより一層有効利用し、 

温室効果ガス削減に取り組む必要 

第３次社会資本整備重点計画（平成24～28年度） 

重点目標３ 持続可能で活力ある国土・地域づくりを実現する 

都市における暮らしの 
低炭素化 

下水道に係る温室効果ガス排出量削減 下水汚泥エネルギー化率 

実績 目標 実績 目標 

低炭素化の促進に 
関する指標 

H21年度末 H28年度末 H22年度末 H28年度末 

GHG削減量(万t-CO2) 下水汚泥エネルギー化率（％） 

129 246 約13％ 約29％ 

省エネ・創エネ化の促進の必要性 

不断の技術革新と導入促進 

http://www.nilim.go.jp/


下水汚泥のリサイクル拡大の継続と進化 
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1996（H8年） 
汚泥減量化 
努力義務導入 

エネルギー利用を 

さらに強化 

http://www.nilim.go.jp/


バイオガス回収・発電 H23.4～H25.3 

大阪市 中浜下水処理場 

リン回収 H24.4～ 

神戸市 東灘処理場 

固形燃料化  H24.4～ 

長崎市 東部下水処理場  

 

 

 

固形燃料化  H24.4～ 

松山市 西部浄化センター 

高度処理(窒素除去) H24.4～ 

熊本市 東部浄化センター 

燃料電池 

担体充填消化槽 

ろ材 担体 

超高効率固液分離槽 

放流水質改善 

鋼板製消化槽 ガス精製設備 

リン回収設備 

固形燃料化 

表面乾燥固化 

廃熱利
用 

リン（MAP） 

熱回収  H24.4～ 

大阪市 海老江下水処理場 

管更生と熱回収の同時施工 

固形燃料化 消化ガス利用 

水熱
反応 

高速
消化 

脱水ケーキ 

バイオガス回収・精製 H23.4～H25.3 

神戸市 東灘処理場 

H25はバイオマス発電や管きょマネジメント H23は技術導入ガイドラインを策定、普及段階 

H24は実証成果よりガイドラインを策定 

B-DASHプロジェクトの対象技術と実施箇所 
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B-DASHプロジェクトの各技術の段階（H23-25） 
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採択
年度 

実証対象 

テーマ 

実証事業名 研究体 

（実施者） 

革新的技術の概要 実証 

段階 

H25 

⑨バイオマス
発電 

脱水・燃焼・発電を全体最適化し
た革新的下水汚泥エネルギー転
換システム 

メタウォーター（株）・池田市
共同研究体 

脱水・燃焼・発電を全体最適化する統合
システムの構築 

実証施設設
置 

→実証研究 ⑨バイオマス
発電 

下水道バイオマスからの電力創
造システム 

和歌山市・日本下水道事業
団・京都大学・（株）西原環
境・タクマ（株）共同研究体 

低含水率化技術＋エネルギー回収技術
＋エネルギー変換技術による、下水汚
泥燃焼熱からの発電システム 

⑩管渠マネジ
メント 

H24 

⑤固形燃料 

 化 
温室効果ガスを排出しない次世
代型下水汚泥固形燃料化技術 

長崎市・長崎総合科学大学・
三菱長崎機工 

連続式水熱反応器と高速消化による消
化ガスを用いた固形燃料化 

実証研究 

→ガイドライ
ン化 

⑤固形燃料 

 化 
廃熱利用型 低コスト下水汚泥
固形燃料化技術 

ＪＦＥエンジニアリング 焼却炉廃熱を利用した表面固化乾燥に
よる乾燥汚泥燃料化とその焼却炉利用 

⑥下水熱 

 利用 
管路内設置型熱回収技術を用い
た下水熱利用 

大阪市・積水化学・東亜グラ
ウト 

管更正部材に熱回収管を組み込んだ未
処理下水の熱回収 

⑦窒素除去 固定床型アナモックスプロセスに
よる高効率窒素除去技術 

熊本市・日本下水道事業団・
タクマ 

固定床を用いたアナモックス反応による
脱水汚泥返流水の窒素除去 

⑧リン回収 神戸市東灘処理場 栄養塩除去
と資源再生（リン） 革新的技術 

水ing・神戸市・三菱商事ア
グリサービス 

消化汚泥からの直接リン回収 

H23 

①水処理 

②ガス回収 

④ガス発電 

超高効率固液分離技術を用いた
エネルギーマネジメントシステム 

メタウォーター・日本下水道
事業団 

流入下水の固液分離、担体を用いた高
温消化、燃料電池を用いたハイブリッド
発電を組み合わせたシステム ガイドライン

公開 

→普及展開 ②ガス回収 

③ガス精製 
神戸市東灘処理場 再生可能エ
ネルギー生産・革新的技術 

神鋼環境ソリューション・神
戸市 

食品・木質系バイオマスとの混合消化、
鋼板製消化槽の導入、精製装置のパッ
ケージ化等を組み合わせたシステム 

http://www.nilim.go.jp/


ガスホルダ－ 

高効率高温消化 

超高効率固液分離 

ハイブリッド燃料電池 

生ごみ前処理 

超高効率固液分離技術を用いたエネルギー 
マネジメントシステム 実証施設 実証規模：固液分離 6,000m3/d（晴天時） 

     下水生汚泥0.3t-DS/d、生ゴミ 0.18t-DS/d 
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（既設）球形ガスホルダ 

（既設）ガス精製装置 

円筒形中圧ガスホルダ 

（３台） 

新型バイオガス精製設備 

鋼板製消化槽 
ヒートポンプ設備 

神戸市東灘処理場 再生可能エネルギー 
生産・革新的技術 実証施設 実証規模：下水汚泥＋地域ﾊﾞｲｵﾏｽ 0.7t-DS/d 
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B-DASHプロジェクトについてのまとめ 

下水道技術のトップランナー方式（～省エネ法） 

ただし指標は多角的、省エネ性能だけではない 
（ライフサイクルコスト、温室効果ガス排出量、 

水処理・汚泥処理性能、資源回収etc.） 

施設整備時に最良レベルの技術導入を下水道
管理者が選択可能に 
（他に導入可能な技術がない場合も、実事業レベルで利用可能な
B-DASH技術が選択肢で存在） 

技術革新の促進効果含め、社会全体で導入効果 
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説明内容（２） 

下水道革新的技術実証事業（B-DASHプロジェク
ト）の背景と概要 

 

ガイドライン案の概要と使い方 

 

技術の詳細等（各研究体より） 
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技術導入ガイドライン案の策定と普及展開 

13 

下水道革新的技術実証事業の成
果を踏まえ、技術導入ガイドライン
２編を国総研資料として刊行 
・超高効率固液分離技術を用いたエネルギーマネジ
メントシステム導入ガイドライン（案） 

・バイオガスを活用した効果的な再生可能エネルギー
生産システム導入ガイドライン（案） 

平成２３年度より実証のバイオガ
ス活用等に関する２技術が対象 
・超高効率  GL：水処理（固液分離）、バイオガス回収 

           ・発電技術 

・バイオガスGL：バイオガス回収・精製技術 

地方公共団体の下水道管理者が
導入検討に活用 
（下水道管理者向けの別冊資料編も請求可能） 

今後、国内外の普及展開を加速 
（実証施設によるデモ・サイトセールスも） 

http://www.nilim.go.jp/


策定したガイドライン案（国総研資料として公開） 
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国総研資料 第736号 

超高効率固液分離技術を用いた
エネルギーマネジメントシステム
導入ガイドライン（案） 

国総研資料 第737号 

バイオガスを活用した効果的な
再生可能エネルギー精算システ
ム導入ガイドライン（案） 

国総研B-DASH ホームページにて電子版を公開中 

http://www.nilim.go.jp/lab/ecg/bdash/bdash.htm 

http://www.nilim.go.jp/


ガイドライン案の構成 

第1章 総則 ・・・目的、適用範囲、用語の定義 

第2章 技術の概要 ・・・システム全体及び技術ごとの概要・特徴 

第3章 導入検討 ・・・導入効果と検討手法 

 

第4章 計画・設計 ・・・基本計画、システム全体及び技術ごとの設計 

第5章 維持管理 ・・・システム全体及び技術ごとの維持管理 

 

資料編  ・・・実証研究結果、ケーススタディ等（ガイドラインの技術的根拠） 

 

別冊資料編（非公開）・・・特記仕様書案、詳細フロー図（下水道管理者用） 
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ガイドラインの使い方 

まず第1章～3章を読む 

 第1章 総則 

 →目的やB-DASHプロジェクトについて知る 

 第2章 技術の概要 

  →何に役立つ技術なのか、概要・特徴を知る 

 第3章 導入検討 

  →自処理場に導入した場合の効果を知る 

導入可能性を判断 → 導入に向けて、 

「第4章 計画・設計」、「第5章 維持管理」に進む 

 
16 

http://www.nilim.go.jp/


第１章 総則 

ガイドライン案の目的と適用範囲、用語の定義に
ついて、「第１章 総則」に整理 
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○目的 

○適用範囲 

○用語の定義 

◆本ガイドラインは，革新的技術導入を検討するため，実証研究の
成果（資料編）を踏まえ，技術の概要（第２章）、導入検討（第３章）、
計画・設計（第４章）、維持管理（第５章）についてとりまとめたもので
ある。 

◆本ガイドラインは，革新的技術をシステム全体または一部を導入
する場合いずれにおいても適用できる。 

§１ 目的 

本ガイドラインは，下水道事業における大幅なコスト縮減や再生可能
エネルギー創出を実現するため， 

下水道革新的技術実証事業（B-DASHプロジェクト）の革新的技術に
ついて，実証研究の成果を踏まえて，技術の概要，導入検討，計画・
設計および維持管理等に関する技術的事項について明らかにし，
もって導入の促進に資することを目的とする。 

http://www.nilim.go.jp/


第２章 技術の概要 概要と特徴把握 

両システムとも、地域バイオマスを受け入れてバ
イオガス回収を増大、鋼板製消化槽によるコスト
縮減等もはかる 

 

「超高効率・・・システム」では、固液分離の高度化
で生汚泥回収も増大、ハイブリッド型燃料電池で
バイオガス100%活用して発電 

 

「バイオガス・・・システム」では、消化槽のヒートポ
ンプ加温でバイオガス有効利用を増やし、パッケ
ージ化精製装置で高品質に精製（自動車燃料他） 
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第２章 技術の概要（超高効率GL） 概要と特徴把握 
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○システム全体の概要 

○個別技術の概要 

本システムは、超高効率固液分離技術、高効率高温消化技術，スマート発電シ
ステム技術より構成され、固形物を最大限回収してバイオガス回収するとともに、
生汚泥,生ごみ等から短時間で消化を行い，最大効率で発電し,下水処理場のｴ
ﾈﾙｷﾞｰ自給率を高めるｼｽﾃﾑ 

超高効率固液分離技術 超高効率固液分離設備

生汚泥貯留設備

一次濃縮設備

高効率高温消化技術 生ごみ前処理設備

消化設備

消化ガス貯留設備

ｽﾏｰﾄ発電ｼｽﾃﾑ技術 ﾌﾟﾗﾝﾄ運転最適化制御ｼｽﾃﾑ

ハイブリッド型燃料電池

消化ガス発生量の大きい生汚泥
を下水から徹底的に回収し，水処
理への負荷を軽減

生汚泥，生ごみからのコンパクト
で高効率なバイオガス回収を行う

高い発電効率にて発電し，下水
処理場ｴﾈﾙｷﾞｰ自給率を高める

ろ過によるＳＳ成分を主とした有機物の高回収

洗浄により発生する汚泥を一次貯留

生汚泥(洗浄排水)を汚泥（濃度１％程度）にまで濃縮

生ごみを粉砕し，濃縮生汚泥と混練してｽﾗﾘｰ化

短消化時間（生汚泥,生ごみは5日）で安価な鋼製消化

12時間程度のﾊﾞｲｵｶﾞｽを貯留、ﾀﾞﾌﾞﾙﾒﾝﾌﾞﾚﾝ式等

ﾃﾞﾏﾝﾄﾞ制御と発電制御の最適化を一体的に実施

都市ｶﾞｽ,ﾊﾞｲｵｶﾞｽを同時に燃料できるﾘﾝ酸型電池

生汚泥
貯留
設備

一次
濃縮
設備

消化

設備
ﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ型
燃料電池

生ごみ
前処理
設備生ごみ

流入
下水

生汚泥
（洗浄排水）

ﾌﾟﾗﾝﾄ運転最適化
制御ｼｽﾃﾑ

消化
ｶﾞｽ
貯留
設備

（水処理系へ）

既存の
重力濃縮
設備等で
濃縮

電力
熱

※下水処理場全体を統括

高効率
高温消化技術

超高効率
固液分離技術

超高効率
固液分離設備

ｽﾏｰﾄ発電ｼｽﾃﾑ

（脱水系へ）消化汚泥

ｽﾗﾘｰ汚泥

濃縮生汚泥

超高効率固液分離ろ材  

生汚泥,生ごみでは
消化日数５日で設計

高効率高温消化の担体

有機物を生汚泥として
高効率に回収

http://www.nilim.go.jp/
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○システム全体の概要 

○個別技術の概要 
本システムは、バイオガス回収技術とバイオガス精製技術より構成 

バイオガス回収技術

高効率ヒートポンプ

高機能鋼板製消化槽

地域バイオマス受入・混合調整設備

円筒形中圧ガスホルダ

新型バイオガス精製装置バイオガス精製技術

地域バイオマス受入れ，下
水汚泥との混合消化により
バイオガスを増産

メタン濃度97％以上の高品
位ガスを精製・貯留し、各
有効利用設備へ圧送

食品製造系・木質系の地域バイ
オマスの受入、前処理、下水汚
泥との混合調整を実施

地域バイオマスと下水汚泥を混合消化
軽量化で基礎工事減等により建設コスト縮減
低動力インペラ式かくはん機の採用等によ
り，維持管理コスト縮減

下水熱等未利用熱で消化槽
を加温、バイオガス有効利
用量を増大

バイオガス精製・貯留設備をパッケージ
化すること等により，建設コスト縮減
低動力ガス圧縮機の採用等により，維持
管理コスト縮減

◆全体システムフロー

新型バイオガ
ス精製装置

円筒形中圧
ガスホルダ

地域バイオマス
受入・混合調整

高機能鋼板
製消化槽

精製バイ
オガス

温水

高効率ヒート
ポンプ地域

バイオマス

下水
汚泥

未利用熱

 

鋼板製消化槽

PC製卵形消化槽に比べて建設

コスト等の縮減、工期短縮等が
可能

http://www.nilim.go.jp/
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革新（ケースA）
初沈の代替として超高効率固液分
離技術（200m2）を適用。生汚泥
と生ごみを高効率高温消化(790m3

鋼製）に投入。消化ｶﾞｽは3791m3/

日となり，燃料電池（105kW×4

台）で高効率発電。余剰汚泥は，
直接脱水。脱水処分。

導入検討

第３章
導入検討

○導入効果検討手法
○導入効果

 

下水道関連計画の整理 

バイオマスの整理 

基礎調査 

下水処理場運転状況 

導 入 判 断 

導入効果の評価 

【導入検討フロー】

ﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ燃料電池

都市ガス併用で消化ガス100％
利用可能で発電効率は40％以上

【全体理念】

【評価フローの設定】

超固液分離＋反応槽

高効率高温消化
燃料電池
発電

（日最大）5万m3/日

生汚泥
4.4t/日 377kW

生ごみ 2.6t/日

従来（ケースC）
生ごみは自治体ごみ焼却場で焼却
するとしてぞの増分(建設・ﾗﾝﾆﾝ
ｸﾞ)を試算。初沈50m/日･1000m2。
消化は生汚泥，余剰汚泥を対象に
中温消化（3600m3・RC製）。消
化ｶﾞｽは1854m3/日でｶﾞｽｴﾝｼﾞﾝ発電
（250kW×1台）。

中温消化 ｶﾞｽｴﾝｼﾞﾝ発電

生汚泥
2.9t/日

余剰汚泥
3.2t/日

生ごみ焼却

153kW

生ごみ 2.6t/日

革
新

100

75

従
来

建設費

革
新

100

62

従
来

維持管理費

革
新

100

71

従
来

ﾗｲﾌｻｲｸﾙ費

革
新

100

14

従
来

温室効果ｶﾞｽ

25％ 38％ 29％ 86％

【削減率の比較・評価】

①基礎調査：下水道施設およびそれをとりまく地域に
ついて現況および課題等を把握するために実施。

②導入効果の評価：建設コスト縮減効果，維持管理コ
スト縮減効果，温室効果ガス排出量削減効果があり，
業務指標を参考に総合的に評価する。

③総合評価を行うための本技術特有の効果：省ｴﾈﾙ
ｷﾞｰ効果，創ｴﾈﾙｷﾞｰ効果，その他効果（災害・耐震化
効果，ﾊﾞｲｵﾏｽ受入れ効果，その他ﾊﾞｲｵﾏｽ受入れ効
果）を把握する。

④建設費：超高効率固液分離はろ過面積当り，高効
率高温消化は槽容量当り，燃料電池は台数当り原単
位等を用い，従来技術と比較して効果を把握する。

⑤維持管理費：各技術電力費，それ以外に分け算出。

初沈＋反応槽

http://www.nilim.go.jp/
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導入検討

第３章
導入検討

○導入効果検討手法
○導入効果

導入に適した処理場の条件例は，以下のとおりである。
 消化槽の新規導入または増設・更新を検討中である。
 脱硫設備・低圧ガスホルダの更新予定がある。
 下水汚泥からのエネルギー回収を検討中である。
 近隣に下水道への受け入れに好適な地域バイオマス

が賦存する。

複数の導入シナリオを設定し，各シナリオでの導入効
果を評価し，最適な導入シナリオを決定する。導入効
果が見込まれない場合は，原因を把握し，導入シナリ
オを見直したうえで再評価を行う。

導入効果は，検討範囲を決定した後，本技術の導入により期
待される効果を従来技術と比較することにより評価する。建
設・維持管理コスト縮減効果および温室効果ガス排出量削減
効果の算定に当たっては，ガイドラインに記載の算定式を用
いることができる。その他効果として，脱水性向上，工期短
縮，設置面積削減等の効果がある。

下水汚泥量 7.0 t-ds/日

地域バイオマス受入量 3.4 t-ds/日

建設コスト縮減率（初期投資） 21％

建設コスト縮減率（年価） 18％

維持管理コスト縮減率 123％

ライフサイクルコスト縮減率 40％

温室効果ガス排出量削減率※※ 463％

システム全体での導入効果（従来技術※との比較）

※従来技術
ＰＣ製消化槽＋脱
硫装置＋低圧ガス
ホルダ＋従来型バ
イオガス精製装置
＋温水ボイラ（地
域バイオマスは別
途処分）

※※精製バイオガスの有効利用に伴う都市ガス消費量削減によって，従来技術での排出量を
上回る量の温室効果ガスの排出削減が可能なため，削減率が100％を超えている

http://www.nilim.go.jp/
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 導入検討の結果として、導入効果が期待できると判断された場合
に、導入に向けてより具体的に計画・設計を進めるための方法に
ついて、「第４章 計画・設計」に整理 

ﾌﾟﾗﾝﾄ運転最適化制御ｼｽﾃﾑ

計画・設計

第４章
計画・設計

○基本計画
○全体システムの設計
○個別技術の設計

超高効率固液
分離の設計

生汚泥貯留設
備の設計

一次濃縮設備
の設計

最初沈殿池ヘ
の設備割付策
定

消化性能の設定

消
化
ガ
ス
系
統
の
設
計

そ
の
他
・影
響
調
査

ﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ型燃料電池

ﾌﾟﾗﾝﾄ分析

ﾓﾃﾞﾙ同定

ｼｭﾐﾚｰｼｮﾝ検証

ﾓﾃﾞﾙ設定

実績評価

ｽﾏｰﾄ発電ｼｽﾃﾑ超高効率固液分離

【システムの設計手順】

下水処理場全体の創エネ効果，省エネ効果を最大化するよう設備容量を決定

高効率高温消化

①基本計画：導入検討時から計画までの状
況変化，関連計画見直し等確認

②施設計画：計画諸元の設定，容量計算，
配置計画，段階的整備の検討
③計画上の留意点の整理：

ろ過水よる水処理の負荷軽減効果，生ごみ
混合消化の返流水処理影響検討の実施。

④ｼｽﾃﾑ全体の設計：省ｴﾈ・創ｴﾈ効果が最
大化できるように３ｼｽﾃﾑの設備容量を決定

シ
ス
テ
ム
構
築

シ
ス
テ
ム
運
用

導入可能性検討

設置場所の選定

運転形態・発電容量の計算

ｼｽﾃﾑの選定と設計

経済性評価

導入手続き

受入ﾊﾞｲｵﾏｽ
の設定

消化性能設定

有効容量決定

循環方式検討

担体検討

加温設備検討

消化ｶﾞｽ貯留
設備検討

脱硫・精製
設備検討

受入バイオマスの設定

処
理
場
全
体
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 導入検討の結果として、導入効果が期待できると判断された場合に、導入に向
けてより具体的に計画・設計を進めるための方法について、「第４章 計画・設
計」に整理 

 計画・設計

第４章
計画・設計

○基本計画
○全体システムの設計
○個別技術の設計

基本計画では，以下の検討を行う。
 物質・熱収支，バイオガス発生量，エネルギー使用量を算定する。
 適用法令の確認，処理場全体プロセスへの影響の検討を行う。
 地域バイオマスを受け入れる場合は，前処理フローを検討する。
 建設・維持管理・ライフサイクルコストの縮減率を再評価する。
 温室効果ガス排出量削減率を再評価する。

個別技術の設計に当たっては，特に以下の項目を考慮する。

全体システムの設計に当たっては，負荷変動の影響や最適なバイオガス
有効利用方法を検討することによって，システム全体の安定性を維持す
るとともに導入効果の最大化を図る。

地域バイオマス
受入・混合調整

高機能鋼板製
消化槽

高効率ヒート
ポンプ

・地域バイオマス混
合比率，希釈汚泥量

・バイオマス性状に
応じた前処理機器
・木質可溶化条件
・混合・調整槽容量

・中温消化の場合，
滞留日数 20～30日
･全溶接鋼板製

・低動力インペラ式
かくはん機の採用
・間接加温方式

・必要加熱量の算出

・熱源温度，供給温
水温度に応じた供給
熱量の設定

・温水，冷水循環ポ
ンプ吐出量の検討

新型バイオガス
精製装置

円筒形中圧ガス
ホルダ

・低動力型高圧水吸
収法

・利用用途に応じた
高品位ガス精製

・ガス工作物技術基
準への適合

・貯蔵圧力0.8 MPa
・精製バイオガス12時
間分の貯蔵容量

・トラック輸送可能な寸
法
・離隔距離の確保

http://www.nilim.go.jp/
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 革新的技術を導入した場合において、下水道管理者等が実施す
べき維持管理の具体的な方法について、「第５章 維持管理」にお
いて整理 

維持管理

第５章
維持管理

○システム全体の維持管理
○個別技術の維持管理
○災害時の対応・対策

ｽﾏｰﾄ発電ｼｽﾃﾑ高効率高温消化超高効率固液分離

ろ過損失抵抗の経時
変化の常時監視

一次濃縮槽の管理

受入バイオマスの管理

消化ﾀﾝｸ自体の運転管理

消化ガス系統の運転管理

ﾌﾟﾗﾝﾄ運転最適化制御ｼｽﾃﾑ
・ﾊｰﾄﾞ，ｿﾌﾄ

ハイブリッド型燃料電池
・運転,起動,停止 ・停止中の管理

【個別技術の維持管理】

【システム全体の管理】

下水処理場全体のｴﾈﾙｷﾞﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ，災害時対応が可能となるようシステム全体として管理

http://www.nilim.go.jp/
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 革新的技術を導入した場合において、下水道管理者等が実施す
べき維持管理の具体的な方法について、「第５章 維持管理」にお
いて整理 

 

維持管理

第５章
維持管理

本技術のシステム全体を良好に維持していくためには，物質・熱・エネ
ルギー収支を定期的に把握し，性能低下・設備劣化を早期に検出するこ
とが重要である。

鋼板製消化槽では，投入汚泥の負荷を適切に管
理するとともに，槽内可視化技術を活用して堆
積物の蓄積を抑制する運転を行うことによっ
て，良好な消化性能の維持が可能である。
新型バイオガス精製装置では，利用用途に応じ
た精製バイオガス管理基準を設定する。定期的
に充填材・吸着剤を洗浄・交換することによっ
て，高度な精製性能の維持が可能である。

管理基準の一例

消化槽管理基準（消化性能関連）

○システム全体の維持管理
○個別技術の維持管理

対象 項目 管理基準

投入汚泥 有機物容積負荷 1～3kg/(m3・日)

消化率 40～60%

VS分解率 50～60%

pH 7.3～8.0

VFA（揮発性有機酸） 200mg/L以下

アルカリ度 1,500～5,000mgCaCO3/L

アンモニア性窒素 1,500mg/L以下

Fe,Ni,Co 10mg/kg-DS以上

消化性能

消化汚泥
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高効率高温消化

超高効率固液分離

スマート発電

生ごみ 汚泥

プラント運転最適化制御

ﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ型燃料電池

消化ガス

■生汚泥回収：
約４0％ＵＰ

(対初沈）
■電力費 ：

▲10～20％
(対標準法)

■生ごみ
：下水汚泥の

0.7倍まで投入
■消化日数
：１／４
（20日→5日）

■電力（購入）
：10～20％

削減
■消化ガス
：100％活用

M

・清浄なろ過水による曝気量低減
・送風機／散気装置の縮減

消化ガスの「谷間」を
都市ガスで穴埋め

負荷平準化
を自動的に
実現

都市ガス

①革新的技術の概要・特徴
②実証研究に基
づく目標と成果

生汚泥が増加 余剰汚泥が減

特殊担体

分解しやすい

生汚泥と生ご
みを投入

鋼板＆制御
菌固定化による反応
速度ＵＰ，安定処理

特殊ろ材

y = 14.415Ln(x) - 1.0108
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１．革新的技術の概要・特徴

２．実証研究に基づく目標と成果

新型精製・貯留・圧送システムの維持管理費 ⇒従来精製に対して50％以上縮減，従来脱硫に対して同等以下

バイオガス精製装置の消費電力 ⇒新型バイオガス精製装置は従来型に対して18％削減

COP：2.7～3.1 ⇒エネルギー使用量削減20％以上

高効率ヒートポンプによる未利用熱回収

【目標：エネルギー使用量20％削減】
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革新的技術との差分
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PC製卵形
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883 m3 N/日
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従来型バイオガス
精製装置

処理能力 150 m3N/h
下水汚泥

地域バイオマス混合消化によるバイオガス増量

【目標：10％増量】
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新型バイオガス精製・貯留・圧送システムのコスト縮減 【目標：維持管理費20％縮減】
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４．システム全体の建設・維持管理およびライフサイクルコストと温室効果ガス排出量の削減効果
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B-DASHプロジェクトホームページで最新情報を 
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